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1．はじめに 

近年，容量に限界がある道路交通システムのサービ

ス水準は著しく低下している．これに対し，道路の量

的拡張などの施策が一段落した現在，情報提供などの

ソフト面での施策の実現が求められている． 

こういった施策の評価に関して，個々人の意思決定

を明示的に扱えるロジットモデルがしばしば用いられ

てきた．しかし，それは個々人の意思決定が完全合理

性に基づくという仮定にその理論的基盤を置く． 

本研究では，交通行動モデル化における完全合理性

の仮定に疑義を抱き，より適切に意思決定をモデル化

するために，不確実性下での人間の交通行動特性に関

する知見を得ることを目的とした．具体的には，認知

心理学を援用し，交通行動分析の重要な要素となる認

知所要時間が何に影響を受けるのかを明らか室内実験

より分析した． 

 

2．認知心理学における人間行動特性 

 本研究では，以下の 3 つの認知特性を援用する． 

A) availability（入手限界）1)

ある事象の頻度や生起確率を評価する時，自分の思

い出すことができる実例，特に印象に残った経験を用

いて単純に行う傾向がある．印象に強く残るものとし

ては，「実例の多い経験，逸脱していて目立つ経験，

最近の経験，最初の経験」が挙げられている． 

B) adjustment and anchoring（始点依存）1)

人間の調整能力は不十分であり，最初の経験が異な

ると，そこから予測して下す最終評価が異なる．これ

は始めの経験に対して強く影響を受けるためである． 

C) 習慣化2)

 繰り返し行動によって意思決定に関する認知的情報

処理プロセスが省略化される．その結果，意思決定が

自動化されるため，思考時間が短くなる,また,意思決

定の変更回数は減少し，思い込み認知を生じる． 

3．仮説  

本研究では「自宅から大学まで大体何分かかると思

う」という時間を認知所要時間代表値と定義した．上

述した行動特性の 1 つである availability を考慮し，認

知所要時間代表値を「印象に残った経験に影響を受け

た歪んだ所要時間平均値」と仮定する．これを基に，

次の仮説を adjustment and anchoring から措定する． 

仮説：習慣化された時点に確立されている認知所要

時間分布は初期における経験に影響を受ける． 

 

4．室内実験概要 

PC を用い，被験者に仮想的な状況下での通学行動を

40 回行うことを促し，繰り返す通学で通学所要時間を

どのように認知しているかに関する質問を行った．手

順は以下の通りである． 

(1) 大学から自宅までの距離や授業開始時刻などの基

本的な条件を説明する．(2) 出発時刻を決定させ，自

宅から大学までだいたい何分かかると考えているかを

答えさせる．(3) 決定した出発時刻と，その日の実所

要時間に応じた到着時刻が表示される．(4) (2)(3)を 40

回繰り返す． 

被験者は自動車免許を保有する大学生で，有効サン

プル数は 93 であった．被験者が実験で経験する実所要

時間は，外生的に与えており， N(60,5)および N(60,10)

の正規分布に従う．また仮説を検定するため，初期の

所要時間に差を設け，それぞれ 3 パターンを作った．

この概要を表 1 に示す．被験者によらず，全体として

経験する所要時間は同様であり，前半 20 回内，後半

20 回内でそれぞれ経験する順番を並び替えている． 

表 1 前半 20 回の実所要時間の比較 
最初の5回の

所要時間平均値

5回目から
20回目までの
所要時間平均

N(60,5) パターン1 59.8 60
パターン2 66 59.1
パターン3 53.4 60.9

N(60,10) パターン1 58.4 60.2
パターン2 73 58.1
パターン3 47.4 61.8  
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5．実験結果 

 まず，習慣化を中山ら2)の定義に従い，以下のよう

に検証した．40 回の繰り返し実験の中間にある 21 回

目の通学行動で出発時刻を変更したグループとしなか

ったグループとに分け，①21 回目の意思決定速度，②

22 回目以降の出発時刻の変更回数，にグループ間で差

があるのか確認した（表 2）． 

表 2 グループ間の意思決定速度の差の検定 

意思決定速度 変更回数平均値 N
変更したグループ 5.17 0.41 22

変更しないグループ 2.97 0.28 71
t値 3.53** 2.49**  

 この結果より，21 回目では習慣化したグループと習

慣化していないグループが存在し，出発時刻選択行動

においても習慣化という現象が存在することが明らか

となった． 

そこで，表 1 で分類した 6 つのグループのそれぞれ

が実験開始後何回目で習慣化に至るのかを検証した．

出発時刻に閾値を設け，出発時刻の変動がなくなった

地点を習慣化したと仮定し，その仮定した地点の前後

で意思決定速度が変化しているかの検証を行うことで

何回目に習慣化が起こっているのを特定した（表 3）． 

表 3 グループごとの習慣化前後での意思決定速度の差の検定 

パターン N 平均値 標準偏差 ｔ値 自由度
σ＝5，パターン1 習慣化前 17 4.34 1.51

習慣化後 17 2.83 1.18 3.26** 32
σ＝5，パターン2 習慣化前 13 4.57 1.06

習慣化後 13 2.65 0.6 5.68** 24
σ＝5，パターン3 習慣化前 17 5.57 2.54

習慣化後 17 3.37 1.21 3.22** 32
σ＝10，パターン1 習慣化前 13 5.47 1.75

習慣化後 13 2.77 0.92 4.91** 24
σ＝10，パターン2 習慣化前 17 6.09 1.57

習慣化後 17 2.88 1.12 6.88* 32
σ＝10，パターン3 習慣化前 16 5.55 1.75

習慣化後 16 3.79 1.75 2.85** 30  
 これより，出発時刻から仮定した習慣化のポイント

が意思決定速度の側面でも妥当であることが示された． 

 以上より特定された習慣化のポイントを用い，仮説

を検証するため，標準偏差と初期の経験によって決ま

る 6 つのパターンを因子に分散分析を行った（表 4）． 
表 4 確立された認知所要時間の分散分析 

変動 自由度 分散 F 値

初期値分類 257 2 129 6.25**
標準偏差分類 38.3 1 38.3 1.86
初期値分類

× 標準偏差分類
48.2 2 24.1 1.17  

結果から初期段階の経験によって，有意な差が存在す

ることが示された（F 値=6.25**）．さらに，初期段階

に経験する所要時間が大きければ確立された認知所要

時間が小さく，逆に小さければ大きいという傾向が見

られた．この原因には以下の 2 つが考えられる． 

➀前半の 20 回で経験する実所要時間の組み合わせは

パターンによらず同様であり，初期段階に経験する実

所要時間が大きいグループは 5 回目以降では大きい所

要時間を経験することはほぼない．小さいグループは

その逆である．このことから，確立された認知所要時

間は availability で挙げられていたように，最近の所要

時間に影響を受けている． 

②初期段階で連続して大きい所要時間，小さい所要時

間を経験したことに対する反動が存在する． 

 そこで，実所要時間と確立された認知所要時間代表

値の関係を分析するために，説明変数を初期段階，習

慣化直前で経験した実所要時間とし，被説明変数を確

立された認知所要時間代表値として重回帰分析を行っ

た（表 5）． 

表 5 確立された認知所用時間の重回帰分析 
B β t値

１回目の実所要時間 -2.89 -2.97 -4.82 **

２回目の実所要時間 2.13 2.16 4.09 **

３回目の実所要時間 0.33 0.335 1.77
習慣化3回前の実所要時間 1 0.946 5.78 **

習慣化2回前の実所要時間 -0.423 -0.393 -2.81 **

習慣化1回前の実所要時間 0.933 0.934 6.19 **

N
F (6, 74) **

R 2

修正R 2 0.994

81
2172

0.994

 
 この結果から，①の最近の経験，②の初期段階の経

験のどちらも確立された認知所要時間代表値に影響を

与えるが，②で述べた初期段階の経験がより大きく影

響していることがわかる．以上より，本研究の仮説が

示されたと言えよう．  

  

6，結論 

 本研究では，認知心理学で挙げられた知見を基に認

知所要時間の形成プロセスの一特性を明らかにした．

この結果は，旧来の完全合理性に基づくモデルでは扱

われなかった不確実性下での人間の行動特性を示して

いる．今後の意思決定の分析，行動変化の予測，ある

いは施策評価に当たり，このようなアプローチの必要

性を示唆できたものと考える． 
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